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フロン等に係るオゾン層保護・地球温暖化防止対策の推進 
に関する事後評価書（要旨） 

 
 対象施策 フロン等に係るオゾン層保護・地球温暖化防止対策の推進 

１．評価結果を踏まえた今後の改善策等 

（オゾン層保護、地球温暖化防止共通） 

○本施策が対象とするオゾン層保護や代替フロン等３ガスに関係する地球温暖化防止につい

ては、ODPｔや GWPt といった、事象を定量評価することで国際間の取組の結果を明確にし

てきた経緯もあり、費用対効果が測定しやすい分野と言える。温暖化評価については、い

くつかの評価法が提案され、それぞれの特異性を有し、相違する評価結果を与えうるため、

各評価法による多面的な解析を考慮に入れる必要がある。 

○産業界の取組によるオゾン層保護、地球温暖化に大きな成果を上げており、産業界の自主

行動計画への支援事業の充実が必要である。 

○オゾン層保護、地球温暖化防止施策をより実のあるものとするには、発展途上国に特定フ

ロン、代替フロン等３ガスに関するマネジメント、技術支援を加速させる必要がある。 

（オゾン層保護） 

○オゾン層保護に対する国民の関心が薄れており、産業界の意識とのギャップがある。広く

国民から理解を得るための啓発活動を地道に行っていく必要がある。 

○今後の議定書改訂の国際的作業のなかで、我が国における先進的な取組をアピールするこ

とにより、基金の有効利用等の今後の方向性に先導的役割を果たす必要がある。 

（地球温暖化防止） 

○エアゾール、現場発泡断熱材等のメーカーは中小企業が多く、民間企業だけでは代替技術

の開発は進まないという現状にかんがみ、開放形用途でのフロン代替技術開発を実施する

必要がある。また、低ＧＷＰ製品をユーザーが選ぶような啓発事業等ユーザー対策も検討

する必要がある。 

○各種の地球温暖化防止対策について、その費用対効果の観点も含めた評価が必要である。

 

２．施策の目的 

＜設定目的＞ 

○フロン等のオゾン層破壊物質の生産の段階的廃止、排出の抑制を図ることにより、オゾン層

を保護する。 

○ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６（以下「代替フロン等３ガス」という。）は温室効果ガスであるとこ

  



  

ろ、これらの排出を抑制することにより、地球温暖化を防止する。 

＜目的は達成されたか＞ 

○オゾン層保護については、ウィーン条約、モントリオール議定書、オゾン層保護法が、地球

温暖化防止については、気候変動枠組条約、京都議定書、地球温暖化対策推進法がそれぞれ

上位施策となる。 

○オゾン層保護については、モントリオール議定書で定められたスケジュールに沿って、２０

２０年の原則生産等全廃に向け、オゾン層破壊物質（ＨＣＦＣ）の生産量等の段階的削減が

実施されている。 

○地球温暖化防止については、地球温暖化防止推進大綱に定める目標に向け、産業界の自主的

取組の促進、フロン回収破壊法の着実な実施、技術開発の実施等により、着実な成果を上げ

ている。 

○上記より、オゾン層保護、地球温暖化防止という目的達成に向かって着実に施策を実施して

いる。 

 

３．施策の必要性 

＜背景＞ 

 オゾン層保護対策として、モントリオール議定書及びその国内担保法たるオゾン層保護法に

基づき、ＣＦＣ等のオゾン層破壊物質の生産量等の段階的削減・全廃を進めている。また、製

品中のフロン類の排出抑制も課題となっており、業務用冷凍空調機器中に冷媒として使用され

ているフロン類の回収・破壊の実施を確保するために、平成１４年にフロン回収破壊法が施行

された。さらに、モントリオール議定書上規制を猶予されていた途上国においても、１９９９

年よりＣＦＣ等の全廃に向けた段階的削減が開始され、こうした途上国への技術支援等の必要

性が高まっている。 

 一方、地球温暖化防止対策については、ＣＦＣ等の代替先である代替フロン等３ガス（ＨＦ

Ｃ、ＰＦＣ、ＳＦ６）がＣＯ２等と並ぶ温室効果ガスとして京都議定書の対象となる。平成１

４年６月に我が国が京都議定書を批准したことにより、我が国はＣＯ２を肇とする温室効果ガ

スを第１約束期間（２００８～２０１２年）において基準年（１９９０年）総排出量比６％削

減することが義務づけられた。これにともない、代替フロン等３ガスは、地球温暖化対策推進

大綱において、自然体より３４百万トン－ＣＯ２（＋２．０％）を削減するという目標を定め、

その達成のために様々な施策を講じることとしている。 

＜必要性＞ 

フロン類は、そのメーカー、それを利用する製品のメーカー、ユーザーにとって、それぞれ

メリットを受けているが、フロン類の放出によるオゾン層破壊、地球温暖化に影響を与えるた



  

め、人類全体の存亡に関わる問題である。また、情報量の欠如、膨大なコスト等の要因のため、

市場メカニズムや企業の自主的取組に委ねていては、オゾン層保護、地球温暖化防止のために

必要な、フロン等の大気中への排出抑制、技術開発、途上国への転換支援等が十分に行われる

ことには限界がある。 

このため、国は、オゾン層破壊物質や代替フロン等３ガス（ＣＦＣ、ＨＣＦＣ、ＨＦＣ）に

ついて、代替物質・代替技術の開発、代替物質への転換及び排出抑制の支援並びに啓発、途上

国への転換支援等をもって関係事業者等による取組を促進する必要がある。 

＜閣議決定等上位の政策決定＞ 

 オゾン層保護については、オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書におい

て、締約国はオゾン層破壊物質の生産量等の段階的削減・全廃、研究開発、途上国支援等を実

施することが定められている。また、オゾン層保護法において、国は、オゾン層保護に係る取

組を実施し、又は促進するため、必要な資金の確保を行うこととされている。 

 地球温暖化対策については、平成１４年６月に批准した京都議定書において、我が国は、温

室効果ガスの排出量を基準年総排出量比６％削減する義務を負うとともに、排出量インベント

リを提出することとされている。また、地球温暖化対策推進大綱では、代替フロン等３ガスに

ついて、削減目標及び排出抑制施策が定められている。 

 オゾン層保護及び地球温暖化防止を目的としたフロン回収破壊法及びその付帯決議におい

ては、国民への周知、広報活動、必要な資金の確保、技術的支援、情報収集、断熱材中フロン

の回収に係る調査研究の推進、代替物質等の研究開発、途上国支援等を行うこととされている。

 

４．施策の概要、目標達成度、達成時期、外部要因 

(0)施策全体 

 ① 目標達成度（結果、効果）； 

・オゾン層保護法に基づき、オゾン層破壊物質の生産量等の段階的削減がスケジュールど

おり実施されている。 

・代替フロン等３ガスの排出量を、地球温暖化対策推進大綱に基づき、京都議定書の第１

約束期間（２００８～２０１２年度）において、自然体より３４百万ｔ－ＣＯ２の削減

が達成されるべく、対策が進んでいる。 

 ② 達成時期； オゾン層保護：平成３２年度、地球温暖化：平成２４年度 

 ③ 目標達成状況に影響した外部要因など考慮すべき事項； 

 オゾン層保護：フロン回収破壊法、自動車リサイクル法の施行、家電リサイクル法の施

行、改正モントリオール議定書の受諾、条約、議定書の締約国会合 

 地球温暖化防止：地球温暖化対策推進法の改正、気候変動枠組条約締約国会議、欧州Ｆ



  

ガス規制の検討 等 

 

（１）代替フロン等３ガス排出抑制促進事業（予算：委託事業） 

○説明： 

 代替フロン等３ガスは、ＣＯ２に比べて百数十倍から数万倍の温室効果を持つガスであるた

め、京都議定書における排出削減対象ガスとなっている。地球温暖化対策推進大綱においては、

産業界の自主行動計画に基づく取組を基軸とし、国はその自主行動計画の充実・拡大に取り組

むことが定められている。 

 そのため、代替フロン等３ガスの更なる排出抑制に関して取組が十分になされてこなかった

消費者や事業者に対する代替フロン等３ガス排出抑制のための啓発活動を実施する。 

○予算額等： 

開始年度 終了年度 総予算額 総執行額 Ｈ１７年度（評価年度）

以降継続 

Ｈ１５年度 Ｈ１９年度 59,819［千円］ 57,529［千円］   あり 

予算費目名：＜一般＞ 

（項）製造産業対策費 

 （大事項）化学物質等の安全性確保向上対策に必要な経費 

  （中事項）化学物質の国際的規制問題関連対策 

   （小事項）フロン等の国際的規制問題関連対策 

    （目）技術基準等調査委託費 

     （目細）化学物質安全確保・国際規制対策推進等委託費 

（２）代替フロンの導入・排出抑制に係る途上国支援検討調査（予算：委託事業） 

○説明： 

 モントリオール議定書に基づき、途上国のフロンの削減・全廃を支援することを目的として

モントリオール多数国間基金が設立されており、我が国はこの基金に対して年間３５百万ドル

（全拠出金の２３％）を拠出し、米国と並び第１の拠出国となっている。この拠出額の２割を

２国間支援に使用できる制度を活用し、我が国の技術・知見を最大限に活用した「顔の見える」

二国間支援プロジェクトを実施するため、具体的なプロジェクト候補を発掘する必要がある。

  また、京都議定書においては先進国が途上国において温室効果ガス削減プロジェクトを実

施し、その結果削減された温室効果ガスのクレジットを当事国間で移転することのできるスキ

ーム(ＣＤＭ：Clean Development Mechanism)が設けられている。我が国が排出削減目標を達



  

成するためにはＣＤＭを効果的に活用する必要があるが、代替フロン等３ガスは温暖化係数が

大きく費用対効果が高いので、早期にプロジェクトを発掘・実施していく必要がある。 

  このため、対象国に専門家を派遣し、途上国の法制度、政策・措置、オゾン層破壊物質・

代替フロン等３ガス等の使用状況、排出抑制対策等の現状調査、当該国において選択すべき代

替技術、排出抑制技術等の専門的な調査を行うほか、我が国の支援可能技術及び専門家も把握

して、モントリオール多数国基金での二国間支援プロジェクト、ＣＤＭプロジェクトを発掘す

る。 

○予算額等： 

開始年度 終了年度 総予算額 総執行額 Ｈ１７年度（評価年度）

以降継続 

Ｈ１４年度 Ｈ２０年度 29,908［千円］ 28,830［千円］   あり 

予算費目名：＜一般＞ 

（項）製造産業対策費 

 （大事項）化学物質等の安全性確保向上対策に必要な経費 

  （中事項）化学物質の国際的規制問題関連対策 

   （小事項）フロン等の国際的規制問題関連対策 

    （目）技術基準等調査委託費 

     （目細）化学物質安全確保・国際規制対策推進等委託費 

（３）省エネルギーフロン代替物質合成技術開発（予算：委託事業） 

○説明： 

 ＣＦＣ等の冷媒はオゾン層保護の観点から生産、使用の段階的削減が義務づけられた。この

ような中でオゾン層破壊物質に替わる代替フロンが開発され、現在代替が進みつつある。しか

し、代替フロン等３ガスは温暖化効果ガスとして京都議定書の削減対象となり、排出抑制が求

められることとなったため、オゾン層を破壊せず、かつ、温暖化効果の小さい新たな代替物質

が求められている。また、代替物質の実用化を図るためには、エネルギー効率の高い合成技術

を開発する必要がある。 

 そのため、各種のフロン代替物質について、総合的に地球温暖化効果を提言すべくエネルギ

ー効率の高い合成技術を確立するための研究開発を行う。 

○予算額等： 

開始年度 終了年度 総予算額 総執行額 Ｈ１７年度（評価年度）

以降継続 

Ｈ１４年度 Ｈ１８年度 338,984［千円］ 

及びNEDO交付金 

280,546［千円］ 

及びNEDO交付金 

  あり 



  

予算費目名：＜高度化＞ 

（平成１５年度上期まで） 

（項）エネルギー需給構造高度化対策費 

 （目）エネルギー使用合理化技術開発費等補助金 

  （目細）エネルギー使用合理化技術開発費補助金 

   （積算内訳）省エネルギーフロン代替物質合成技術開発 

（平成１５年度下期より） 

（項）独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費 

 （目）独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構石油及びエネルギー需給構造高度

化勘定運営費交付金 

（４）オゾン層保護対策設備導入等 （政策金融） 

○説明： 

【日本政策投資銀行】 

以下の事業について、低利融資を行う。 

１）オゾン層保護法に規定する特定物質の排出の抑制及び使用の合理化に資する

事業 

２）代替フロン等３ガスの排出抑制対策に資する事業 

【中小企業金融公庫、国民生活金融公庫】 

以下の設備の取得について、低利融資を行う。 

１）モントリオール議定書の附属書Ａ、Ｂ及びＣに掲げる特定物質の回収再利用型洗

浄設備、回収処理設備、破壊設備、脱特定物質型設備若しくはそれらの関連設備を導入す

る者、又は、回収再利用型洗浄設備を導入する者 

２）代替フロン等３ガスの排出抑制対策に資するための洗浄設備又は回収・再利用・

破壊設備を導入する者 

○融資割合等： 

【日本政策投資銀行】 

  融資割合  融資限度額  貸付利率  貸付期間 総融資額 総融資件数 

40［％］ － 政策金利

Ⅱ、Ⅲ 

事業ごと 29.7［億円］ 22件 

【中小企業金融公庫】 

  融資割合  融資限度額  貸付利率  貸付期間 総融資額 総融資件数 

－［％］ 7.2［億円］ 基準、特別

利率③ 

15年以内 26.3［億円］ 255［件］ 



  

【国民生活金融公庫】 

  融資割合  融資限度額  貸付利率  貸付期間 総融資額 総融資件数 

－［％］ 0.7［億円］ 基準、特別

利率③ 

15年以内 13.2［億円］ 117［件］ 

 

（５）脱特定物質対応型設備 （税制） 

○説明： 

【国税】以下の設備について、初年度において１６％（平成１４～１６年度）の特別償却を

認める。 

対象装置：オゾン層破壊物質を使用しない冷凍冷蔵関連装置 

【地方税】以下の設備について、固定資産税の課税標準を５／６に軽減する。 

対象装置：オゾン層破壊物質を使用しない冷凍冷蔵関連装置 

○税目等： 

【国税】 

 税 目  制度創設年度  適用期限     総減税額 

所得税、法人税 平成５年度 平成１８年度末 233［億円］ 

【地方税】 

 税 目  制度創設年度  適用期限     総減税額 

固定資産税 平成６年度 平成１８年度末 44［億円］ 

（６）特定フロン等破壊等装置 （税制） 

○説明： 

【国税】以下の設備について、初年度において取得価格の１６％（平成１４～１６年度）の特

別償却を認める。 

対象装置：特定フロン等破壊等装置 

○税目等： 

【国税】 

 税 目  制度創設年度  適用期限     総減税額 

所得税、法人税 平成１３年度 平成１７年度末 0.21［億円］ 

（７）特定フロン等回収・破壊等装置 （税制） 

○説明： 

【国税】以下の設備について、初年度において取得価格の１６％（平成１４～１６年度）の

特別償却を認める。 

対象装置：特定フロン等回収・破壊装置 



  

○税目等： 

【国税】 

 税 目  制度創設年度  適用期限     総減税額 

所得税、法人税 平成１３年度 平成１４年度末 0.63［億円］ 

（８）エネルギー使用合理化HFC等回収破壊等エネルギー調査 （予算：委託事業） 

○説明： 

 冷媒・発泡分野における使用が増加しているHFC等は回収コスト、運搬コスト等が立地条

件ごとに異なるため、地域ごとに、具体的な回収・運搬経路や回収量を勘案し、エネルギー効

率の面で最も望ましい回収・破壊システムを検討する。 

○予算額等： 

開始年度 終了年度 総予算額 総執行額 Ｈ１７年度（評価年度）

以降継続 

H１３年度 H１４年度 63,005［千円］ 63,005［千円］   なし 

予算費目名：＜高度化＞ 

（項）エネルギー需給構造高度化対策費 

 （目）エネルギー使用合理化システム開発調査等委託費 

（９）低コストかつコンパクトなフロン再利用・分解技術開発事業 （予算：委託事業） 

○説明： 

 回収されたフロン類を低コストかつ省エネで分解・再利用できる新しいシステムの技術開発

を行う。 

○予算額等： 

開始年度 終了年度 総予算額 総執行額 Ｈ１７年度（評価年度）

以降継続 

－ － 49,500［千円］ 0［千円］   なし 

予算費目名：＜一般＞ 

（項）産業技術振興費 

 （大事項）産業技術の研究開発の推進に必要な経費 

  （目）新エネルギー・産業技術総合開発機構研究開発等事業費補助金 

   （内訳）循環型社会構築プログラム 

５．有識者、ユーザー等の各種意見 

○当該施策の目的である「オゾン層保護」及び「地球温暖化防止」はいずれも現在の地球環境



  

保全に関わる喫緊の課題であり、国際的な条約の下に協調的な対応が求められている。対象

となるフロン類の産業・社会的ニーズは幅広い分野にまたがっており、その規制を推進する

ためには関係省庁横断的な行政対応が必須である。しかしながら、フロン類の利用に関わる

産業活動を所管する立場にある経済産業省が主導する本施策の目的な極めて妥当である。 

○オゾン層破壊物質の削減・全廃に関しては、原則的にはモントリオール議定書合意に基づい

て設定された各事業は順調に進行しており、特記すべき不具合は見あたらない。代替フロン

等３ガスの排出量削減に関しては、関連業界団体等によって前向きに進められている自主行

動計画目標に対する対話型調整に基づく支援施策が順調に機能していることは高く評価で

きる。 

○目標達成に影響を与えた外部要因で想定しなかった事象として、揮発性有機物質の排出抑制

は臭素系難燃剤の使用抑制が認知されており、問題はない。 

○実施された各事業は、いずれも定量的な扱いが難しい分野であるが、ロジックモデルに基づ

く指標によって、その位置づけと目標を設定している。それらの目標設定や達成時期の見通

しは、各事業に係る現状と動向及び要求項目等の分析に基づいたものとなっており、いずれ

も妥当である。 

○総体的には、目的に適う事業成果があがっている。一方で、代替フロン等３ガスの排出抑制

は、全体的に達成状況が良好と判断されるが、代替物質の開発と導入について更なる支援措

置が望まれる。 

○オゾン層について宇宙飛行士は「宇宙から地球を見ると、本当に薄いオゾン層によって保護

されていることがわかる」と語った。こうした体験談によって日本社会、国民の間でオゾン

層保護に対する関心が盛り上がり、改めて特定フロン類の削減の必要性が認識された。我が

国は産業が高度に発展しており、冷凍空調機器、半導体、発泡断熱材などの生産現場で特定

フロンが大量に使用されていた。また、地球温暖化の防止の必要性も近年、異常気象の続出

によって深く国民に認識されており、施策の必要性についてはまったく異議のないところと

いえよう。 

○フロン類の製造に関わる必要性について、フロン類メーカーは、漏洩や事故による有価物の

放出はすなわち収益の減少を意味するので、施策以前に企業は排出防止に最大限の努力をし

ている。 

○モントリオール及び京都議定書の締約国会合並びにその準備会合において、科学的な見地か

らの現状と見通しが議論され、その対応策が会合決定事項として各国政府の施策に反映され

る仕組みとなっている。各会合への関係者の出席、合意事項への意見具申も含めてこれまで

の状況の把握は十分と判断される。ただし、ここ１、２年日本代表団の締約国会合での存在

感が薄れているのが懸念材料といえる。 

○市場メカニズムだけに頼って、オゾン層保護や地球温暖化防止を積極的に推進できるわけで



  

はない。企業もＣＳＲ（企業の社会的責任）重視の立場から、環境保護に意欲的な活動を展

開し始めている。しかし、そうした機運に全てを委ねるには無理があり、やはり行政による

一定の関与が必要と判断する。また、行政による関与が、民の環境に対する意識向上に良い

影響を及ぼしたとも言える。 

○現状では対象化合物のＯＤＰ（オゾン層破壊係数）及びＧＷＰ（温暖化係数）をベースとし

て評価されている。対応する議定書の合意に従った分析であり、その結果は尊重すべきでは

あるが、科学的見地に照らして、例えばＨＣＦＣの位置付け、あるいはＨＦＣの炭酸ガスを

主体とする温暖化効果のなかでの位置付け等の分析に関しては、新たな提案も勘案して柔軟

な対応が求められる。 

○研究開発のマネジメントは、官が前面に出て全てを仕切ったり、逆に官から民に丸投げする

ことは好ましくない。ＮＥＤＯのような機構を一枚かませることによって、施策は一段と有

効性を増すことになると判断する。官民合同の研究者や技術者により運営されているＮＥＤ

Ｏにより適切に行われた。 

○産業界ではモントリオール議定書、京都議定書などに沿って着実に特定フロン、代替フロン

等３ガスの削減や抑制に取り組んでおり、事実、大きな成果を上げている。その反面、オゾ

ン層保護に対する国民の関心が一時と比べて薄れているように感じる。地球温暖化防止でも

国民の目は、二酸化炭素の排出量の削減にのみ注がれているようで、産業界の意識とのギャ

ップを感じる。オゾン層保護・地球温暖化防止をより実のあるものとするには、発展途上国

に特定フロン、代替フロン等３ガスに関するマネジメント、技術的な支援を加速させる必要

がある。このためには、広く国民から理解を得ることが不可欠で、その啓発活動を地道に行

っていくことが必要だろう。 

○ＨＣＦＣ２２製造時に伴うＨＦＣ２３のの排出抑制に関しての行政の関与は今後も有効で

あると考える。 

○オゾン層保護に関しては、今後の議定書改定の国際的作業の中で、日本国における本施策の

経験と評価を通して、前向きな提言を含めて存在感を示すべき。特に、日本における先進的

な取組をよりアピールして、米国・ＥＣ、あるいは先進国・途上国の対立緩和及び基金の有

効利用等の今後の方向性に先導的役割を果たしてほしい。 

○温暖化防止に関しては本施策の主眼となっている民間団体等の「自主行動計画」への支援事

業の一層の充実を期待する。実施費用企業負担の業界自主行動計画を審議会評価対象として

公開し、透明性を確保するという手法は効率的と考える。 

 

６．有効性、効率性等の評価 



  

① 手段の適正性 

各事業は概ね順調に実施されているものと考えられ、オゾン層破壊物質からの転換や代替

フロン等３ガスの排出抑制が促進されているものと考えられる。また、オゾン層破壊物質か

らの転換や代替フロン等３ガスの排出抑制は中長期的に取り組まなければならない課題で

あり、将来的に各事業に対する期待が見込まれる。 

② 効果とコストとの関係に関する分析（効率性） 

 オゾン層保護及び地球温暖化防止のための取組については、我が国のみならず全世界的に

取り組まなければならない重要なテーマである一方、民間企業が自主的に取り組む経済的イ

ンセンティブが得られないため、国が主体的に取り組むことが不可欠。そのため、必要な手

段として、民間の創意工夫や規制のみでは不十分であり、必要最小限のコストを用いて啓発

事業や研究開発・財投・税等による支援を行うことによって取組全体としての効率的な効果

が期待できる。 

③ 適切な受益者負担 

 オゾン層保護と地球温暖化防止は我が国の国際的な責務であり、受益者は基本的には国であ

る。 

（注）６．有効性、効率性等の評価に関する記述は、上記項目は必須。それ以外の評価結果を

付記しても良い。 

 


